
 

令和元年（行ツ）第２２２号，同年（行ヒ）第２６２号  

固定資産税等課税免除措置取消（住民訴訟）請求事件 

令和３年２月２４日 大法廷判決 

             

            主     文 

       １ 参加人の上告を棄却する。 

       ２ 原判決中第１審原告敗訴部分を破棄する。 

              ３ 前項の部分につき，第１審被告の控訴を却下し，参 

加人の控訴を棄却する。 

       ４ 控訴費用及び上告費用は第１審被告の負担とする。 

            理     由 

 第１ 事案の概要 

 １ 本件は，那覇市（以下「市」という。）の管理する都市公園内に儒教の祖で

ある孔子等を祀った久米至聖廟（以下「本件施設」という。）を設置することを参

加人に許可した上で，その敷地の使用料（以下「公園使用料」という。）の全額を

免除した当時の市長の行為は，憲法の定める政教分離原則に違反し，無効であり，

第１審被告が参加人に対して平成２６年４月１日から同年７月２４日までの間の公

園使用料１８１万７０６３円（以下「本件使用料」という。）を請求しないことが

違法に財産の管理を怠るものであるとして，市の住民である第１審原告が，第１審

被告を相手に，地方自治法２４２条の２第１項３号に基づき上記怠る事実の違法確

認を求める住民訴訟である。 

 ２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

 (1) 那覇市公園条例（１９７０年那覇市条例第６号。以下，単に「公園条例」

という。）及び那覇市公園条例施行規則（１９７０年那覇市規則第５号。平成２８

年那覇市規則第２１号による改正前のもの。以下，単に「公園条例施行規則」とい

う。）によれば，都市公園法５条１項に基づく公園施設の設置許可（以下「公園施



 

設設置許可」という。）を受けた者は，市に対し，占用面積１㎡につき１か月３６

０円の使用料を納付しなければならず，上記使用料は毎月５日までにその月分を徴

収することとされているが（公園条例１１条１項，２項ただし書，別表第１），市

長は，公共的団体が公益の目的で使用する場合には使用料の全額（公園条例１１条

の２第４号，公園条例施行規則１５条１項２号）を，その他市長が特に必要と認め

る場合には市長が必要と認める額（公園条例１１条の２第８号，公園条例施行規則

１５条１項３号）をそれぞれ免除することができることとされている。 

 (2)ア 市は，都市公園法２条１項１号所定の都市公園として，市内の久米地域

に松山公園（以下「本件公園」という。）を設置し，これを管理している。本件施

設は，本件公園内の国公有地上に設置された，儒教の祖である孔子やその４人の門

弟である四配等を祀る廟である。 

 本件施設の建物等の所有者は参加人である。参加人は，本件施設，道教の神等を

祀る天尊廟及び航海安全の守護神を祀る天妃宮の公開，久米三十六姓（約６００年

前から約３００年間にわたり，現在の中国福建省又はその周辺地域から琉球に渡来

してきた人々）の歴史研究，論語を中心とする東洋文化の普及等を目的とする一般

社団法人であり，定款上，上記目的が明記されるとともに，その正会員（社員）の

資格が久米三十六姓の末えいに限定されている。 

 イ 本件施設は，大成殿，啓聖祠，明倫堂・図書館，至聖門，御路，御庭空間等

によって構成され，その占用面積は１３３５㎡であり，その敷地は，至聖門，明倫

堂・図書館，フェンス等により，本件公園の他の部分から仕切られている。本件施

設の出入口に当たる至聖門には三つの扉があり，参加人の説明によれば，中央の扉

は孔子の霊のための扉とされ，孔子の霊を迎えるために１年に１度，後記ウの釋奠

祭禮の日にのみ開かれる。御路は，御庭空間の中央を至聖門から大成殿に向かって

直線的に伸びる通路であり，孔子の霊は，至聖門を通過して御路を進み，大成殿の

正面階段の中央部分に設けられた石龍陛を越えて大成殿へ上るとされている。 

 大成殿は，本件施設の本殿と位置付けられており，その内部の中央正面には孔子



 

の像及び神位（神霊を据える所）が，その左右には四配の神位がそれぞれ配置さ

れ，観光客に加え，家族繁栄，学業成就，試験合格等を祈願する多くの人々が参拝

に訪れる。また，本件施設においては，大成殿の香炉灰が封入された「学業成就

（祈願）カード」が販売されていたことがあった。 

 ウ 本件施設では，平成２５年以降，毎年，孔子の生誕の日とされる９月２８日

に，供物を並べて孔子の霊を迎え，上香，祝文奉読等をした後にこれを送り返すと

いう内容の行事である釋奠祭禮が行われている。参加人においては，釋奠祭禮の挙

行がその事業として定款上明記されるとともに，久米三十六姓の末えい以外の者が

これを行うことについては，事業の形骸化，観光ショー化，世俗化のおそれがあ

り，許容することができないとされている。 

 (3)ア 久米三十六姓は，航海，造船等の技術を有し，通訳や交易を担い，琉球

王国の繁栄を支えた職能集団であり，かつて久米地域に居住し，１７世紀に同地域

に孔子等を祀る至聖廟を建立するとともに，１８世紀にその隣接地に琉球における

最初の公立学校とされている明倫堂を建立した（以下，この至聖廟と明倫堂とを併

せて「当初の至聖廟等」という。）。 

 当初の至聖廟等及びその敷地は，明治１２年に沖縄県が設置された後，社寺に類

する施設として国有とされ，その後，請願を受けて同３５年に当時の那覇区に返還

され，大正４年に参加人の前身である社団法人久米崇聖会（以下，参加人と区別す

ることなく，「参加人」という。）に譲与された。なお，当初の至聖廟等は，沖縄

県によって，その敷地上における工作物の建設等につき，社寺に準じた規制を受け

ていた。 

 当初の至聖廟等は，第二次世界大戦の戦災により焼失し，その後も区画整理のた

め久米地域において再建されることはなかったが，昭和４９年ないし同５０年頃，

参加人が所有する那覇市若狭所在の土地上に，天尊廟及び天妃宮と共に，至聖廟及

び明倫堂が再建され（以下，この至聖廟と明倫堂とを併せて「旧至聖廟等」とい

う。），参加人はこれらを維持管理するようになった。参加人の会報誌には，旧至



 

聖廟等，天尊廟及び天妃宮について，普段は１日当たり約２００人の参拝者がいる

旨の記載がある。 

 イ 参加人は，平成１１年３月，市が旧久米郵便局の跡地を国から買い取り，本

件公園の一部として取り込むとの情報を得て，当初の至聖廟等があった場所ではな

いものの，同跡地に至聖廟を移転して久米地域に回帰すべく，同１２年１２月，市

に対し，要請活動を開始した。 

 市においては，平成１５年に松山公園周辺土地利用計画（案）策定業務に係る委

員会及びその作業部会（以下「本件委員会等」という。）が複数回開かれ，有識者

等が出席し，本件公園周辺の土地利用計画に関して議論が行われ，その際に出され

た意見の中には至聖廟の宗教性を問題視するものがあった。 

 市は，平成１５年９月，本件委員会等における議論等を踏まえ，松山公園周辺土

地利用計画案（以下「本件土地利用計画案」という。）を策定した。本件土地利用

計画案において，大成殿については，公園のシンボルとして整備することとされる

一方，公的施設としての性格について議論を呼ぶ可能性があり，公的補助金を導入

することや，国公有地上に建設することは難しいとされ，参加人の所有する土地と

の換地をするなどして，私有地内に配置することが考えられるとの整理がされてい

た。 

 ウ 市は，本件公園の用地として，平成１８年２月１日付けで，国から，那覇市

久米所在の国有地（地積４５６０．３０㎡）を代金７億６６００万円で買い受ける

とともに，同年６月２１日付けで，国との間で，同所在の国有地（地積２２８０．

１４㎡）を目的とする国有財産無償貸付契約を締結した。 

 エ 当時の市長は，参加人の申請に基づき，平成２３年３月３１日付けで本件施

設に係る公園施設設置許可（設置の期間は許可の日から同２６年３月３１日まで）

をするとともに，公園条例１１条の２第４号，公園条例施行規則１５条１項２号に

基づき，上記期間における公園使用料の全額を免除する旨の処分をした。参加人

は，平成２４年３月２０日に本件施設の新築工事に着手し，同２５年４月３０日ま



 

でに同工事を完了した。 

 上記期間が満了するのに伴い，当時の市長は，参加人の申請に基づき，平成２６

年３月２８日付けで本件施設に係る公園施設設置許可（設置の期間は同年４月１日

から平成２９年３月３１日まで。以下「本件設置許可」という。）をするととも

に，公園条例１１条の２第４号，公園条例施行規則１５条１項２号に基づき，上記

期間における公園使用料の全額を免除する旨の処分（以下「本件免除」という。）

をした。なお，上記期間は，本件公園の管理上支障がない限り，更新が予定されて

いた。 

 第２ 令和元年（行ツ）第２２２号上告代理人大城浩ほかの上告理由及び同上告

補助参加代理人当山尚幸，同大島優樹の上告理由について 

 １ 原審は，本件免除が，その直接の効果として，参加人による本件施設を利用

した宗教的活動を容易にしているなどとして，憲法２０条１項後段，３項，８９条

に違反すると判断した。所論は，原審のこの判断について，上記各条項の解釈適用

の誤り及び理由の不備がある旨をいうものである。 

 ２ 憲法は，２０条１項後段，３項，８９条において，いわゆる政教分離の原則

に基づく諸規定（以下「政教分離規定」という。）を設けているところ，一般に，

政教分離原則とは，国家（地方公共団体を含む。以下同じ。）の非宗教性ないし宗

教的中立性を意味するものとされている。そして，我が国においては，各種の宗教

が多元的，重層的に発達，併存してきているのであって，このような宗教事情の下

で信教の自由を確実に実現するためには，単に信教の自由を無条件に保障するのみ

では足りず，国家といかなる宗教との結び付きをも排除するため，政教分離規定を

設ける必要性が大であった。しかしながら，国家と宗教との関わり合いには種々の

形態があり，およそ国家が宗教との一切の関係を持つことが許されないというもの

ではなく，政教分離規定は，その関わり合いが我が国の社会的，文化的諸条件に照

らし，信教の自由の保障の確保という制度の根本目的との関係で相当とされる限度

を超えるものと認められる場合に，これを許さないとするものであると解される。 



 

 そして，国又は地方公共団体が，国公有地上にある施設の敷地の使用料の免除を

する場合においては，当該施設の性格や当該免除をすることとした経緯等には様々

なものがあり得ることが容易に想定されるところであり，例えば，一般的には宗教

的施設としての性格を有する施設であっても，同時に歴史的，文化財的な建造物と

して保護の対象となるものであったり，観光資源，国際親善，地域の親睦の場など

といった他の意義を有していたりすることも少なくなく，それらの文化的あるいは

社会的な価値や意義に着目して当該免除がされる場合もあり得る。これらの事情の

いかんは，当該免除が，一般人の目から見て特定の宗教に対する援助等と評価され

るか否かに影響するものと考えられるから，政教分離原則との関係を考えるに当た

っても，重要な考慮要素とされるべきものといえる。そうすると，当該免除が，前

記諸条件に照らし，信教の自由の保障の確保という制度の根本目的との関係で相当

とされる限度を超えて，政教分離規定に違反するか否かを判断するに当たっては，

当該施設の性格，当該免除をすることとした経緯，当該免除に伴う当該国公有地の

無償提供の態様，これらに対する一般人の評価等，諸般の事情を考慮し，社会通念

に照らして総合的に判断すべきものと解するのが相当である。 

 以上のように解すべきことは，当裁判所の判例（最高裁昭和４６年（行ツ）第６

９号同５２年７月１３日大法廷判決・民集３１巻４号５３３頁，最高裁平成４年

（行ツ）第１５６号同９年４月２日大法廷判決・民集５１巻４号１６７３頁，最高

裁平成１９年（行ツ）第２６０号同２２年１月２０日大法廷判決・民集６４巻１号

１頁，最高裁平成１９年（行ツ）第３３４号同２２年１月２０日大法廷判決・民集

６４巻１号１２８頁等）の趣旨とするところからも明らかである。 

 ３(1) 前記事実関係等によれば，本件施設は，本件公園の他の部分から仕切ら

れた区域内に一体として設置されているところ，大成殿は，本件施設の本殿と位置

付けられており，その内部の正面には孔子の像及び神位が，その左右には四配の神

位がそれぞれ配置され，家族繁栄，学業成就，試験合格等を祈願する多くの人々に

よる参拝を受けているほか，大成殿の香炉灰が封入された「学業成就（祈願）カー



 

ド」が本件施設で販売されていたこともあったというのである。そうすると，本件

施設は，その外観等に照らして，神体又は本尊に対する参拝を受け入れる社寺との

類似性があるということができる。 

 本件施設で行われる釋奠祭禮は，その内容が供物を並べて孔子の霊を迎え，上

香，祝文奉読等をした後にこれを送り返すというものであることに鑑みると，思想

家である孔子を歴史上の偉大な人物として顕彰するにとどまらず，その霊の存在を

前提として，これを崇め奉るという宗教的意義を有する儀式というほかない。ま

た，参加人は釋奠祭禮の観光ショー化等を許容しない姿勢を示しており，釋奠祭禮

が主に観光振興等の世俗的な目的に基づいて行われているなどの事情もうかがわれ

ない。そして，参加人の説明によれば，至聖門の中央の扉は，孔子の霊を迎えるた

めに１年に１度，釋奠祭禮の日にのみ開かれるものであり，孔子の霊は，御庭空間

の中央を大成殿に向かって直線的に伸びる御路を進み，大成殿の正面階段の中央部

分に設けられた石龍陛を越えて大成殿へ上るというのであるから，本件施設の建物

等は，上記のような宗教的意義を有する儀式である釋奠祭禮を実施するという目的

に従って配置されたものということができる。 

 また，当初の至聖廟等は，少なくとも明治時代以降，社寺と同様の取扱いを受け

ていたほか，旧至聖廟等は，道教の神等を祀る天尊廟及び航海安全の守護神を祀る

天妃宮と同じ敷地内にあり，参加人はこれらを一体として維持管理し，多くの参拝

者を受け入れていたことがうかがわれる。旧至聖廟等は当初の至聖廟等を再建した

ものと位置付けられ，本件施設はその旧至聖廟等を移転したものと位置付けられて

いること等に照らせば，本件施設は当初の至聖廟等及び旧至聖廟等の宗教性を引き

継ぐものということができる。 

 以上によれば，本件施設については，一体としてその宗教性を肯定することがで

きることはもとより，その程度も軽微とはいえない。 

 (2) 本件免除がされた経緯は，市が，本件施設の観光資源等としての意義に着

目し，又はかつて琉球王国の繁栄を支えた久米三十六姓が居住し，当初の至聖廟等



 

があった久米地域に本件施設が所在すること等をもって本件施設の歴史的価値が認

められるとして，その敷地の使用料（公園使用料）を免除することとしたというも

のであったことがうかがわれる。 

 しかしながら，市は，本件公園の用地として，新たに国から国有地を購入し，又

は借り受けたものであるところ，参加人は自己の所有する土地上に旧至聖廟等を有

していた上，本件土地利用計画案においては，本件委員会等で至聖廟の宗教性を問

題視する意見があったこと等を踏まえて，大成殿を建設する予定の敷地につき参加

人の所有する土地との換地をするなどして，大成殿を私有地内に配置することが考

えられる旨の整理がされていたというのである。また，本件施設は，当初の至聖廟

等とは異なる場所に平成２５年に新築されたものであって，当初の至聖廟等を復元

したものであることはうかがわれず，法令上の文化財としての取扱いを受けている

などの事情もうかがわれない。 

 そうすると，本件施設の観光資源等としての意義や歴史的価値をもって，直ち

に，参加人に対して本件免除により新たに本件施設の敷地として国公有地を無償で

提供することの必要性及び合理性を裏付けるものとはいえない。 

 (3) 本件免除に伴う国公有地の無償提供の態様は，本件設置許可に係る占用面

積が１３３５㎡に及び，免除の対象となる公園使用料相当額が年間で５７６万７２

００円（占用面積１３３５㎡×１か月３６０円×１２か月）に上るというものであ

って，本件免除によって参加人が享受する利益は，相当に大きいということができ

る。また，本件設置許可の期間は３年とされているが，公園の管理上支障がない限

り更新が予定されているため，本件施設を構成する建物等が存続する限り更新が繰

り返され，これに伴い公園使用料が免除されると，参加人は継続的に上記と同様の

利益を享受することとなる。 

 そして，参加人は，久米三十六姓の歴史研究等をもその目的としているものの，

宗教性を有する本件施設の公開や宗教的意義を有する釋奠祭禮の挙行を定款上の目

的又は事業として掲げており，実際に本件施設において，多くの参拝者を受け入



 

れ，釋奠祭禮を挙行している。このような参加人の本件施設における活動の内容や

位置付け等を考慮すると，本件免除は，参加人に上記利益を享受させることによ

り，参加人が本件施設を利用した宗教的活動を行うことを容易にするものであると

いうことができ，その効果が間接的，付随的なものにとどまるとはいえない。 

 (4) これまで説示したところによれば，本件施設の観光資源等としての意義や

歴史的価値を考慮しても，本件免除は，一般人の目から見て，市が参加人の上記活

動に係る特定の宗教に対して特別の便益を提供し，これを援助していると評価され

てもやむを得ないものといえる。 

 (5) 以上のような事情を考慮し，社会通念に照らして総合的に判断すると，本

件免除は，市と宗教との関わり合いが，我が国の社会的，文化的諸条件に照らし，

信教の自由の保障の確保という制度の根本目的との関係で相当とされる限度を超え

るものとして，憲法２０条３項の禁止する宗教的活動に該当すると解するのが相当

である。 

 ４ 以上によれば，本件免除が憲法２０条１項後段，８９条に違反するか否かに

ついて判断するまでもなく，本件免除を違憲とした原審の判断は是認することがで

きる。また，原判決について，上告理由としての理由の不備があるということもで

きない。論旨はいずれも採用することができない。 

 第３ 令和元年（行ヒ）第２６２号上告代理人德永信一，同岩原義則の上告受理

申立て理由について 

 １ 原審は，前記第１の２の事実関係等の下において，本件免除は無効であると

した上で，要旨次のとおり判断し，第１審原告の請求について，第１審被告が参加

人に対して平成２６年４月１日から同年７月２４日までの間の公園使用料を請求し

ないことが違法であることを確認することを求める限度で認容すべきものとし，そ

の余の部分を棄却した。 

 公園条例及び公園条例施行規則上，第１審被告が特に必要と認める場合には都市

公園の使用料の一部を免除することができる旨規定されているから，第１審被告



 

が，参加人から本件設置許可に伴う公園使用料を徴収すべき義務を負うとしても，

本件使用料の全額を徴収しないことが，直ちに第１審被告の財産管理上の裁量権の

範囲を逸脱し，又はこれを濫用するものとして，違法であるということはできな

い。 

 ２ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次

のとおりである。 

 (1) 公園施設設置許可を受けた者の公園条例に基づく使用料の金額は，公園条

例により一義的に決定されること，公園条例及び公園条例施行規則上，上記使用料

に係る賦課決定等の行為を想定した規定は見当たらないことに照らせば，上記使用

料は，公園施設設置許可がされ，所定の期間が経過することによって当然に発生す

るものと解するのが相当である。 

 参加人は，本件設置許可を受け，所定の期間を経過したものであり，かつ，本件

免除は違憲無効であるというべきであるから，事実審の口頭弁論終結時において，

市の参加人に対する本件使用料に係る債権が全額存在していたということができ

る。 

 (2) 使用料等の地方公共団体の歳入に係る督促について定める地方自治法２３

１条の３第１項等の規定並びに地方公共団体が有する債権の管理について定める同

法２４０条及び地方自治法施行令１７１条の２から１７１条の７までの規定によれ

ば，客観的に存在する使用料に係る債権を理由もなく放置したり免除したりするこ

とは許されず，原則として，地方公共団体の長にその行使又は不行使について裁量

はないというべきである（最高裁平成１２年（行ヒ）第２４６号同１６年４月２３

日第二小法廷判決・民集５８巻４号８９２頁参照）。 

 そして，公園条例１１条の２第８号は使用料の一部の免除について定めているも

のの，事実審の口頭弁論終結時までに，同号に基づく免除の処分はされておらず，

公園条例及び公園条例施行規則において，一旦発生した使用料の徴収の猶予等を定

めた規定も存在しない。また，本件において，地方自治法施行令１７１条の５から



 

１７１条の７までに規定する徴収停止等の要件に該当する事情もうかがわれない。

そうすると，第１審被告において，本件使用料に係る債権の行使又は不行使につい

ての裁量があるとはいえず，その全額を請求しないことは違法というほかない。 

 (3) 以上と異なる原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の

違反があり，論旨は以上と同旨をいうものとして理由がある。 

 第４ 結論 

 以上の次第で，参加人の上告を棄却することとし，原判決中第１審原告敗訴部分

は破棄を免れず，第１審原告の請求は理由があり，これを認容した第１審判決は正

当であるから，上記部分につき，参加人の控訴を棄却し，同控訴の提起後にされた

第１審被告の控訴は，二重上訴であって不適法であるから，却下することとする。 

 よって，裁判官林景一の反対意見があるほか，裁判官全員一致の意見で，主文の

とおり判決する。 

 裁判官林景一の反対意見は，次のとおりである。 

 私は，多数意見が，本件免除が憲法２０条３項に違反し無効であるとしたことに

ついては賛同することができない。その理由は次のとおりである。 

 １ 参加人が年１回釋奠祭禮という行事を行い，参拝客が訪問する本件施設につ

いて，当時の市長は，観光振興（中国と沖縄の歴史的つながりを示す施設として観

光スポットとなること）や教育学習促進（特に明倫堂において，論語という，我が

国でも深く浸透してきた，いわば東洋文化の柱の一つともいうべき学問，思想につ

いて，体験学習や講演等による普及を図ること等）という非宗教的目的に価値を見

いだして，その敷地の使用料の全額免除（ただし，建物は参加人が２億円以上もの

費用を賄って建設したことがうかがわれる。）をしている。これについて，多数意

見は，本件施設が宗教施設の外観を持っていること，そこにおいて参加人によって

挙行される釋奠祭禮が，孔子の霊を前提として，これを崇め奉るという宗教的意義

を有する外観を呈していること，外部の参拝者もあること等から，本件施設は宗教

性を肯定することができ，その程度も軽微とはいえないと判断した上で，原審のよ



 

うに参加人が宗教団体であると断ずるまでもなく，空知太神社訴訟等の判例の枠組

みに照らしてみた場合，当時の市長が，参加人に対して，本件施設の敷地に係る多

額の使用料の全額免除をしたことは，社会通念に照らして総合的に判断すると，相

当とされる限度を超えており，憲法２０条３項で禁止された国等による宗教的活動

に当たるから違憲無効な処分であると断じたものである。 

 ２ 参加人は，久米三十六姓という様々な家系の中国からの渡来人たちの末えい

が構成する血縁集団（門中）の緩やかな連合体であることがうかがわれ，法的には

一般社団法人である。その定款において，琉球王朝の発展に多大な功績を築いた久

米三十六姓の歴史研究，大成殿・明倫堂を含む本件施設等の公開，論語を中心とす

る東洋文化の普及及び人材の育成を図ることを目的とし，そのための事業として，

琉球王朝時代から続く伝統文化の釋奠祭禮の挙行，論語等の東洋文化普及・交流に

関する事業等を挙げている。このような定款上の目的に照らしてみると，今日にお

いては，参加人は，琉球王朝時代風の孔子廟施設を維持すること，そして，そこに

おいて釋奠祭禮という行事を続け，合わせて，論語等の東洋文化を若い世代に普及

させることを重要な目的としているとみることができよう。このような目的からみ

る限り，今日において，参加人が，集団として，宗教としての儒教の信仰を共有

し，それを継承し，普及させようとしていることはうかがえない。かつて，論語

は，中国及び我が国を始めとする東アジア諸国に浸透しており，知識人や指導的階

層はもとより，広く庶民に至るまで，基本的な素養，教養であると考えられてお

り，論語を含む四書五経は，立身出世のための必修科目とみなされ，わけても論語

は決定的に重要と考えられていたことは周知の事実である。本件施設内にもある明

倫堂はこのための学習施設として建設されており，孔子ないしその思想の権威を示

す象徴としての大成殿と一体的施設として孔子廟施設を構成していたようである。

しかしながら，戦後，民主主義の発展の中で，儒教＝封建的ないし前近代的な道徳

という図式によって，論語の社会的重要性が低下したことは否めず，もはや体系的

な論語教育はなされているとはいえないから，そのためにも，参加人が，歴史研究



 

と併せて，論語の普及の場を設けていることに相応の意義があることがうかがえ

る。このようにみてくると，現在の参加人は，定款のみならず，実際の活動を評価

してみても，儒教であれ，その派生宗教であれ，特定の宗教の信仰を絆として，こ

れを日常的に実践する集団であるとみることはできない。むしろ，久米三十六姓の

末えいの血縁集団の連合体として，戦後の歴史・社会状況の変化の中で，他の門中

と同様，祖先の事績を偲びつつ，集団の絆を維持強化しようとするものと評価でき

るのではないか。本件施設で行われている釋奠祭禮は，そのために，祖先が，渡来

人の思想的，実務的基盤として重視した儒学・論語文化そのものの外部への普及の

ための努力をしながら，集団内部においては，儒学・論語の始祖というべき孔子に

対する崇敬の念を示す伝統を共有し，そのための伝統行事を催行し，継承していく

こととしているものであると説明することができよう。とすれば，これは信仰に基

づく宗教行為というよりも，代々引き継がれた伝統ないし習俗の継承であって，宗

教性は仮に残存していたとしても，もはや希薄であるとみる余地が十分にあると考

える。 

 ３ 政教分離規定への適合性が争われたこれまでの判例においては，前提として

神道ないし仏教があり，これらとの関係性を判断してきたものであるといえる。す

なわち，地鎮祭の催行，玉串料の奉納，神社ないし地蔵像に対する土地の提供等々

の事案に係る判例においては，いずれも国等の行為・活動に関し，神道ないし仏教

との距離を測ることによって宗教性の濃淡を測り，目的効果基準ないし総合判断に

より，社会通念に照らして，相当性の限度を超えるか否かを判断してきたといえよ

う。しかるに，上記のとおり，参加人の定款で標榜する目的やこれに基づく日常的

な活動の実態をみる限り，本件施設や釋奠祭禮については宗教性がないか，少なく

とも習俗化していて希薄であると考える。実際，宗教的意義を有するとされた釋奠

祭禮の主宰者である会員が他の宗教の信者であることもあるという。そして，本件

においては，宗教の教義，すなわち信仰の在り方，態様はもとより，宗教上の指導

者ないし聖職者及び信者集団，並びにこれらをつなぐ一定の組織性，普及活動な



 

ど，常識的にみて宗教の本質的要素と考えられる要素のいずれも認定できていな

い。参拝者の受入れについては，参拝者の内心の問題であるから，確定的なことは

いえないが，少なくとも，参拝者が当然に信仰心に基づく参拝をしたという証拠は

ない。そもそも本件免除の目的の一つが観光振興であることに示されているよう

に，大半が本件公園の一角にあって我が国最南に所在する孔子廟を見物に来る観光

客である可能性も高い。いずれにせよ，参拝者が組織化された宗教的活動として参

拝を行っていることはうかがえず，参拝者に対する宗教の普及活動が行われている

こともうかがえないから，参拝者の来訪は，本件施設の宗教性に係る判断の決定的

材料であるとは思えない。結局のところ，本件施設及び参加人の活動に宗教性がな

いという参加人の主張に対する検討が十分に尽くされたとはいえないと考える。 

 宗教性は，突き詰めると内心の問題に行き当たって，裁判になじまない部分があ

ることも事実である。であるからといって，本件施設について，今日的な宗教性を

否定する相応の主張，理由があって，前記のとおり，もはや宗教性がないか，既に

希薄化していると考えられる中で，外観のみで，宗教性を肯定し，これを前提に政

教分離規定違反とすることは，いわば「牛刀をもって鶏を割く」の類というべきも

のである。 

 ４ また，政教分離規定は，信教の自由を確保するという目的のために，国等

が，特定の宗教との関わり合いを持つことで，当該宗教を援助，助長し，又は他の

宗教を圧迫することになるから，相当と認められる限度を超える関わり合いは禁止

されるべきものであるという考えに立脚している。しかし，「何らかの」という以

上に宗教の特定も，信者集団を含めた宗教組織ないし団体の存在の認定もできない

のであれば，助長される対象が特定できないことになるのであるから，政教分離規

定違反を問うことはできないのではあるまいか。それにもかかわらず，本件におい

て，政教分離規定に違反するとの判断をすることは，政教分離規定の外延を曖昧な

形で過度に拡張するものであって，たとえ総合判断の過程において，文化財指定の

有無や国際交流という目的等が考慮され得るとしても，憲法違反とされるおそれや



 

訴訟の手続負担のおそれによって，歴史研究・文化活動等に係る公的支援への萎縮

効果等の弊害すらもたらしかねないものであると考える。 

 ５ 以上によれば，本件免除が憲法２０条３項の禁止する宗教的活動に該当する

とした原審の判断には誤りがあり，また，本件免除が憲法２０条１項後段及び８９

条に違反するということもできない。そうすると，本件において，私的団体である

参加人が，旧至聖廟等の跡地を引き続き所有するなど，比較的裕福な団体であるこ

とがうかがわれるのに，当時の市長が年５００万円以上にも上る使用料を全額免除

したこと自体は，公的支援として過ぎたるものではないかという違和感を覚えるも

のではあるが，本件免除が無効であるということまではいえない以上，第１審原告

の請求は棄却するほかないと考える。 

(裁判長裁判官 大谷直人 裁判官 池上政幸 裁判官 小池 裕 裁判官   

木澤克之 裁判官 菅野博之 裁判官 山口 厚 裁判官 戸倉三郎 裁判官 

林 景一 裁判官 宮崎裕子 裁判官 深山卓也 裁判官 三浦 守 裁判官 

草野耕一 裁判官 宇賀克也 裁判官 林 道晴 裁判官 岡村和美) 


